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全国定点当たりの報告数 警報レベルの 30 超える 

厚生労働省が 11月６日に発表した 2009年第 44週（10月 26日～11月 1日）のインフルエン
ザ感染状況によると、全国約 5000 カ所の定点医療機関当たりの患者の報告数は 33.28 となり、
前週の 24.62から大きく増加した。定点以外を含む全国の医療機関をこの１週間に受診した患者
数は約 154 万人と推計されており、インフルエンザ感染者数が顕著に増加し始めた第 28 週（7
月 6日～7月 12日）以降の患者数は累計で 585万人に達したと見られている。 
全 47 都道府県で、定点当たりの報告数がインフルエンザ注意報発令の基準である 10.00 を越
え（前週は 42都道府県）、警報レベルである 30.00を超えたのは 21都道府県に達した（前週は 5
道県）。厚労省によると、報告されるインフルエンザのほとんどが新型インフルエンザ A 型
（H1N1）だと見られている。 

 

 全国定点当たりの報告数 警報レベルの30超える 
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出典：感染症発生動向調査（国立感染症情報センター）から作成
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 インフルエンザの感染状況は、下記の都道府県別グラフを見ても分かるように、地域によって

ばらつきがある。第 44週で最も高かったのは愛知県（54.44）で、最も低かったのは島根県（13.32）
だった。前週に比べると、全 47都道府県中 46都府県で報告数が大きく増加したが、感染拡大が
早い時期に報告されていた北海道だけは前週の 61.43から 49.08に減少した。この減少が一時的
なものか、あるいは当面のピークは過ぎて、減少に転じるのかは分からない。 
  

 企業における感染予防や事業継続を考える際は、全国レベルの感染状況よりもそれぞれの地域

の状況に応じて対策を講じることが求められる。新型インフルエンザは局所的且つ急速に感染が

広がることがあると指摘されており、企業では急激な欠勤率の上昇等に備える必要がある。特定

地域の感染状況については、ほとんどの都道府県、市区町村、所轄の保健所が情報を発信してい

るので、こうした情報を収集すると便利である。 
 

 
新型インフルエンザ用ワクチン接種が本格化 
 新型インフルエンザ用のワクチン接種が本格化して

きた。10 月に医療従事者を対象に始まり、11 月に入
ると重症化する危険性が高いとされるハイリスク者

（妊婦、基礎疾患を有した人等）を対象とした接種が

順次開始されている。接種の優先順位については、当

レポートの前号で詳述したが、その後、重症化や死亡

例が相次いでいる子供への接種を前倒しで実施するよ

う小児科学会が求めるなど、今後、スケジュールが変

更される可能性がある。接種の時期は地域によって異

なる。したがって、接種の対象、時期については各市

区町村等のホームページや、保健担当部局にて確認す

ることが必要である。 
 

 
 

 

 

定点あたりの観測数（都道府県別）
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（例：東京都新宿区ホームページより） 
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ワクチンの副作用について 

 厚生労働省は 10月 30日、新型インフルエンザ用ワクチンの副反応（副作用）に関する初期２
万例調査の結果を公表した。ワクチン接種の受託医療機関から自発的に報告されたのは計 157例
で、そのうち 11 例が重篤な副作用だった。症状としてはアナフィラキシー（急性、全身性、重
度なアレルギー反応）、発熱、発疹など。いずれも軽快に向かうか、回復している。蕁麻疹や吐気

などの非重度な副作用は 146例が報告された。 
 安全性についてはこれまでのところ、特に問題はないとされているが、アレルギーや喘息など

の既往症のある人へ摂取する際は、適切な準備と対応が求められるとして注意を呼びかけている。 
 
【これまでに報告された副作用】 
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（出典：厚生労働省 2009 年 10 月 30 日「新型インフルエンザワクチンの副反応報告について」より作成） 

 
感染者の死亡 55 人に 
 感染者数が増えるにつれ、死亡例の報告数も増加している。愛知県で９日、新型インフルエン

ザに感染した生後７カ月の男児が死亡し、国内のインフルエンザ感染者の死亡者数は疑い例も含

めて 55人となった。 
死亡例を年齢別に見ると 20 歳未満と 60～70 代の割合が高い。その一方で、基礎疾患のない

60歳未満の死亡例が多いのが特徴的である。こうした傾向は、死者の多くを高齢者が占める季節
性インフルエンザとは大きく異なる。死亡事例の中には、インフルエンザに感染する直前まで基

礎疾患もなく元気だった勤労世代の方が、発症後１、２日で死亡した例もあった。健康だからと

いって油断は出来ない。 
 
 

死亡者の年齢別内訳
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（出典：厚生労働省 2009 年 11 月 5 日発表「新型インフルエンザ感染者 死亡例まとめ」より作成） 
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（カッコ内は死亡者のうち基礎疾患を有する者） 
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死亡者数；計 47 人 （11 月 4 日現在） 


